
資料－３

平成２０年度より実施する重点施策候補（案）



整理票NO.1

重点施策 インターネットによる高潮ポータルサイトの構築

概　　要

 高潮の発生又は発生するおそれがあるときに、人々がその危険性を認識し、避難
行動を促す判断材料となる情報を迅速に提供できるｼｽﾃﾑを構築するための取り
組みを行う。
 平時より、高潮に関する知識を高め、いざというときの危険回避行動につなげる仕
組みを構築する。

【実施主体】　　国（地整）、自治体（府県・市）

国（地整、気象台）、自治体（府県、市）、公共交通機関

現状
・ 防災情報に関するＨＰは、各機関で積極的に取り組まれているが、それぞれの取
り組みのため、情報が分散している。
・ 高潮災害に関する情報は、他の災害と比較して少ない。

関係機関
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定期・常時の情報提供

高潮知識啓発ｺﾝﾃﾝﾂの掲載

各機関がホームページへ公開している潮
位データのリンク表示

各機関がホームページへ公開している海
辺のライブカメラによる映像のリンク表示

公共交通機関の運行情報のリンク表示

各機関が水閘門の閉鎖を確認した時点で、
閉鎖状況を提供

高潮災害のメカニズムや用語解説、災害の
歴史など高潮に関する知識を高めるコンテン
ツを表示

プリントアウトすれば、テキストとして活用でき
る様なコンテンツを表示

見せ方、使いや
すさ等を改善

台風シーズンまでに取り組む対策

【取り組みイメージ】

潮位と防潮堤の高さを
一体表示する等わかり
やすい表示に改善



整理票NO.２

重点施策 高精度なデータの利用による高潮災害への対処能力を高める取り組み

概　　要

　防災関係機関が保有する潮位情報などのデータを共有し、管理水準の向上を図
る。
  高精度なデータの活用方法を検討し、より迅速で適時適切な水防活動の実施や
避難勧告の発令など、高潮災害への対処能力を高める。

【実施主体】　国（地整、気象台）、自治体（府県、市）

国（地整、気象台）、自治体（府県、市）

現状

・ 各管理者は、高潮警戒潮位を定め、水防活動を実施

・ 気象台から発表される情報は、潮位の実況値、台風情報や高潮注意報・警報の
みであり、任意地点における予測潮位などが提供されていない。

関係機関
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 高潮警報の発表を受けて各機関が保有するデータ
を共有し、体制時の管理水準を上げる

各機関が保有するデータの活用

高精度なデータの活用による高潮災害への対処能力を高める取り組み

気象庁と国土交通省が高潮予測の改善（複雑な海岸地
形を取り込んだ面的予測等）に関する取り組みを実施中。

高精度な予測データの効果的な活用方法を検討し管理水
準の向上を図る

高精度な予測データを活用した避難勧告や避難指示など
の判断基準の検討

台風シーズンまでに取り組む対策

【取り組みイメージ】



整理票NO.３

重点施策 情報共有のための連絡会の開催

概　　要

　予想される状況の変化や被害発生までの猶予時間に応じて、柔軟且つ的確な防
災対応を実施できるよう、協議会構成メンバーを中心に必要なメンバーが、適宜そ
の状況の変化に応じて参集し、その時点での情報交換を行うことで情報共有を図
るための連絡会が開催できる仕組みを構築する

【実施主体】　国の機関、自治体（府県、政令市）

国、自治体、ライフライン関係機関、公共交通機関　報道機関　等

現状
各気象台においては、台風が各府県に影響がある場合、府県防災担当者、報道機
関を集め台風説明会を実施している。
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関係機関

高潮災害が発生する恐れが有るとき、大阪湾高潮対策協議会構
成メンバーを中心に必要なメンバーが集まり、気象台からは台風
及び高潮に係る説明を、他の参加機関からは各機関の防災対応
に係る現状や今後の予定などの状況説明を行い、関係機関間で
の情報共有を行う

連絡会開催時の参加機関への連絡方法や開催場所など、連絡
会の運営に係る手順の検討

【今後の検討課題】

連絡会終了後に、連絡会から報道機関に対し要点説明（台風及
び高潮の見通し、防災対応状況など）を行い、被害最小化に向け
た取り組みを公表する仕組みを検討

台風シーズンまでに取り組む対策

【取り組みイメージ】



整理票NO.４

重点施策 多くの人々を避難させるための方策に関する検討

概　　要
　不測の事態による突然の高潮浸水に際して、浸水区域の住人や地下街や地下
鉄など、一度に多くの人々を避難させるための方策を検討する。

【実施主体】　自治体

自治体、地下街、公共交通機関　等

現状
突然の大規模浸水に対して、人々がどのような行動を起こすのか不明な部分も多
く、その対処方法も明確にされていない。
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関係機関

意識調査の内容検討

調査対象地区内の住民に、協議会で検討した高潮浸水氾濫計算結
果や高潮災害の関する啓発資料を用いて、住民に高潮浸水被害想
定や発生のメカニズムなどの意識啓発を行う。

調査対象地区内の
住民へ不測の事態
による浸水被害に
遭遇したときの行動
などの、意識調査を
実施

不測の事態による高潮災害における避難行動・方策のモデルケース
を検討

修正されたモデルケースを参考に他の地区の避難行動・方策に関
するとりまとめを行う

 集客施設や大規模
店舗などの一時的
に避難者を受け入
れる側への意識調
査を実施

自治体等への意識
調査を実施

モデルケースを住民へフィードバックし修正を行う

調査対象地域、対象者の特定

台風シーズンまでに取り組む対策

【取り組みイメージ】



整理票NO.５

重点施策 交通誘導・交通規制等に関する検討

概　　要
　不測の事態による高潮浸水が発生又は発生するおそれがある場合に浸水想定
地域付近における交通誘導・交通規制等に関する検討を行うことで、通行車両の
円滑な誘導や車両の水没等による被害の防止を図る。

【実施主体】　警察　、道路管理者（国、府県、市町）

警察、道路管理者（国、府県、市町）、公共交通機関、報道機関等

現状

・ 災害により道路施設が損傷するなど交通への支障が生じた場合は、警察による
交通規制等や道路管理者による通行禁止・制限を実施している。
・ 淀川、神崎川、左門殿川では、高潮が発生するおそれがある場合に、河川管理
者が防潮扉を閉鎖し、警察・道路管理者により　通行止め等を実施している。

関係機関
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　浸水前における浸水想定エリア内への交通集中を軽減するた
めに流入車両の制限方法について検討を進める。

　浸水箇所における交通誘導・交通規制等について検討を進め
る。

【取り組みイメージ】



整理票NO.６

重点施策 高潮災害を想定した実動訓練や図上訓練を実施

概　　要

　 実動訓練や図上訓練を通じて、関係機関の連携を強化し、総合的な高潮に対す
る防災能力を向上させる。
①高潮防御施設を迅速かつ確実に閉鎖できる体制の構築
②異常時における行動手順を確認

【実施主体】　自治体

国、自治体、地下街、公共交通機関　ライフライン関係機関等

現状

・ 水防事務組合（水防団）や企業による閉鎖訓練を定期的に実施
・ JR東西線では、毎年洪水による防災訓練を実施
・  ライフライン関係機関では、自治体等の訓練参加や、事故時の復旧能力向上に
関する訓練を実施

関係機関
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  各主体が従来から取り組んで
いる防潮施設の閉鎖などの水防
訓練について、新に連携可能な
機関を加えるなどして、関係機関
の連携強化を図る。

国・府・市等の連携体制を確認し、訓練内容、開催時期等の検討を行う

  本協議会で検討した高潮浸水
氾濫想定を基に、関係機関によ
る情報伝達演習を実施し、不測
の事態による大規模な高潮浸水
時における関係機関間の情報
伝達における課題を明らかにす
る。

台風シーズンまでに取り組む対策

【取り組みイメージ】



整理票NO.7

重点施策 危険な状況をわかりやすく伝達する方法を検討

概　　要

　 高潮災害に関する意識、知識の低下に伴い、現状の台風情報では、住民に対し
高潮に関する情報が適切に伝わっていないのではないかと懸念されることや、自
治体が避難勧告等を発令しても、危険がせまった状況が正しく伝わらないのではな
いかと懸念されることから、どのような場面で、どのような伝達方法を用いると今の
状況が正しく伝わるのかについて検討を行う。

【実施主体】　自治体

国（気象台）、自治体、ライフライン関係機関、公共交通機関、報道機関等

現状
・ 避難勧告や避難指示は自治体が直接住民に伝達する。
・ 隣接する自治体間で、避難勧告や避難指示の発令状況が異なる可能性がある。

関係機関
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どのような場面で情報伝達が行えるのかについて検討

台風シーズンまでに取り組む対策

想定された場面に応じ、危険な状況をわかりやすく伝達す
る方法を検討

伝達手段・タイミングの検討 わかりやすい伝達内容の検
討

【取り組みイメージ】



整理票NO.８

重点施策
ライフライン・公共交通における高潮浸水氾濫計算結果を基にした現況施設の被
害状況の把握及び対策の検討

概　　要
ライフライン関係機関や公共交通機関は、高潮浸水氾濫計算結果を基に、最悪の
事態における各施設の被害状況を把握し、施設の被害抑制に向けた対策や施設
の応急復旧対策方法について検討を行う

【実施主体】　公共交通関係機関、ライフライン関係機関

国、自治体、ライフライン関係機関、公共交通機関

現状
  ライフライン関係機関や公共交通機関は、自治体の防災計画等に基づき風水害
に対して、停電対策や耐水対策等を実施し、施設の被災に際しての応急復旧対策
を定めている
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関係機関

高潮浸水氾濫計算結果を基に、最悪の事態におけ
る各施設の被害状況を把握

施設の応急復旧対策方法について検
討を行う。

台風シーズンまでに取り組む対策

施設の被害抑制対策について検討を
行う

【取り組みイメージ】




